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１ 

 

はじめに 

 

 さぬき市では、平成２０年６月に策定した「さぬき市学校再編計画」に基づく学校

等の再編整備により、これまでに幼稚園の１分園、小学校の３校（うち分校１校）が

閉校となりました。また、同計画に基づき、今後さらに幼稚園が６園、小学校が６校、

中学校が２校閉校となる見込みとなっています。また、保育所についても今後閉園と

なる施設が発生することが予想されます。 

 こうした学校等施設については、既に利活用がなされているものや、利活用に向け

た調整が行われているものもありますが、多くの施設は、活用に向けた検討が未だ始

まっておらず、有効活用のための具体的な取組の推進が大きな課題となっています。 

 また、学校等施設は、その規模や立地条件等から見て、本市にとって貴重な財産で

あり、これらの有効な活用は、コミュニティの活性化、地域経済の発展、効率的な行

財政運営の推進等に大きく関連しています。 

こうしたことから、できるだけ早期に跡地施設の有効活用に向けた検討を開始し、

新しいまちづくりを進めていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２ 

 

１ 利活用方針策定の目的 

  旧学校等施設は、教育施設としてだけでなく、地域の身近な施設として、コミュ

ニティ活動やスポーツ少年団の活動など、地域の核として様々な場面で利用されて

きたことから、地域住民の愛着も強く、跡地施設の利活用には強い関心を持ってい

ます。 

  しかしながら、合併によりさぬき市となって以降、着実に学校再編が進む一方で、

閉校後の施設の管理運営に関する検討は遅れており、早期に今後本格的に跡地施設

の利用を進めていく上での方針を定めることが求められています。 

また、跡地施設利活用に向けたプロセスを透明化し、可能な限り地域住民の意見

を反映したものとすることは、市民への説明責任といった側面から非常に重要です。 

このことから、施設の現状、施設の利活用に向けた基本方針及び内容決定のため

の判断基準（メルクマール）を明らかにし、検討を含めた取組のプロセスにおける

各々の果たすべき役割について認識を共有し、相互の協力によって跡地施設の利活

用の円滑な推進を図っていくこととします。 

 

２ 基本的な考え方 

  学校施設は、地域の寄付などで設置されたものもあり、閉校後も市民共通の貴重

な財産であることに変わりはありません。このため、地域住民の意向を最大限尊重

することを原則としますが、公共施設マネジメントの観点、地域経済の発展などの

視点から、市民全体の利益に適うものとする必要があることも忘れてはなりません。 

  また、それぞれの施設ごとに、施設の老朽度や土地の状況などの要因によって、

利用に制限が加わることが予想されます。 

  これらの点を踏まえ、この基本方針は、検討のための総論を提示するものと位置

付け、平成２５年度作成予定の「さぬき市公共施設白書」との整合性を図りながら、

個別の施設ごとの基本計画及び実施計画を策定するものとします。 

 



３ 

 

３ 検討対象施設 

  学校再編により、跡地施設となるもののうち、既に利活用の行われている志度幼

稚園末分園・志度小学校末分校及び利活用に向けた調整が行われている多和小学

校・大川第一中学校を除く次の学校等施設を検討対象施設とします。 

  なお、今後の再編整備の進捗に合わせて、検討対象施設とする必要のあるものに

ついては、適宜追加していくこととします。 

 

幼稚園 小学校 中学校 

富田幼稚園 

松尾幼稚園 

鴨部幼稚園 

小田幼稚園 

鶴羽小学校 

富田小学校 

松尾小学校 

鴨部小学校 

小田小学校 

多和小学校槙川分校 

津田中学校 

志度東中学校 

天王中学校 

 ※平成 25 年 3 月現在で再編後の学校等施設の立地が決定している施設に限る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

４ 検討対象施設の状況検討対象施設の状況検討対象施設の状況

※耐震診断の対象：昭和56年以前の旧耐震基準で設計された建築物で、階数が2以上又は床面積が200㎡を超えるもの（木造以外）

検討対象施設の状況 

新耐震基準適用施設

建物の耐震性が確保されてる。（１次診断：「0.9≦Ｉｓ値」　※１次診断のみ実施）

第2次診断による詳細な評価が必要。（１次診断：「Ｉｓ値＜0.9」　※１次診断のみ実施）

大規模地震による倒壊又は崩壊の危険性が低い。（２次診断：「0.7≦Ｉｓ値」かつ「1.0≦ｑ値」）

大規模地震による倒壊又は崩壊の危険性がある。（２次診断：「0.3≦Ｉｓ値＜0.7」又は「0.5≦ｑ値＜1.0」）

大規模地震による倒壊又は崩壊の危険性が高い。（２次診断：「Ｉｓ値＜0.3」又は「ｑ値＜0.5」）

耐震診断対象外施設

社会体育施設

借地区域

※耐震診断の対象：昭和56年以前の旧耐震基準で設計された建築物で、階数が2以上又は床面積が200㎡を超えるもの（木造以外）

４ 

新耐震基準適用施設

建物の耐震性が確保されてる。（１次診断：「0.9≦Ｉｓ値」　※１次診断のみ実施）

第2次診断による詳細な評価が必要。（１次診断：「Ｉｓ値＜0.9」　※１次診断のみ実施）

大規模地震による倒壊又は崩壊の危険性が低い。（２次診断：「0.7≦Ｉｓ値」かつ「1.0≦ｑ値」）

大規模地震による倒壊又は崩壊の危険性がある。（２次診断：「0.3≦Ｉｓ値＜0.7」又は「0.5≦ｑ値＜1.0」）

大規模地震による倒壊又は崩壊の危険性が高い。（２次診断：「Ｉｓ値＜0.3」又は「ｑ値＜0.5」）

耐震診断対象外施設

社会体育施設

※耐震診断の対象：昭和56年以前の旧耐震基準で設計された建築物で、階数が2以上又は床面積が200㎡を超えるもの（木造以外）

建物の耐震性が確保されてる。（１次診断：「0.9≦Ｉｓ値」　※１次診断のみ実施）

第2次診断による詳細な評価が必要。（１次診断：「Ｉｓ値＜0.9」　※１次診断のみ実施）

大規模地震による倒壊又は崩壊の危険性が低い。（２次診断：「0.7≦Ｉｓ値」かつ「1.0≦ｑ値」）

大規模地震による倒壊又は崩壊の危険性がある。（２次診断：「0.3≦Ｉｓ値＜0.7」又は「0.5≦ｑ値＜1.0」）

大規模地震による倒壊又は崩壊の危険性が高い。（２次診断：「Ｉｓ値＜0.3」又は「ｑ値＜0.5」）

凡　　　　　例

※耐震診断の対象：昭和56年以前の旧耐震基準で設計された建築物で、階数が2以上又は床面積が200㎡を超えるもの（木造以外）

建物の耐震性が確保されてる。（１次診断：「0.9≦Ｉｓ値」　※１次診断のみ実施）

第2次診断による詳細な評価が必要。（１次診断：「Ｉｓ値＜0.9」　※１次診断のみ実施）

大規模地震による倒壊又は崩壊の危険性が低い。（２次診断：「0.7≦Ｉｓ値」かつ「1.0≦ｑ値」）

大規模地震による倒壊又は崩壊の危険性がある。（２次診断：「0.3≦Ｉｓ値＜0.7」又は「0.5≦ｑ値＜1.0」）

大規模地震による倒壊又は崩壊の危険性が高い。（２次診断：「Ｉｓ値＜0.3」又は「ｑ値＜0.5」）

※耐震診断の対象：昭和56年以前の旧耐震基準で設計された建築物で、階数が2以上又は床面積が200㎡を超えるもの（木造以外）

建物の耐震性が確保されてる。（１次診断：「0.9≦Ｉｓ値」　※１次診断のみ実施）

第2次診断による詳細な評価が必要。（１次診断：「Ｉｓ値＜0.9」　※１次診断のみ実施）

大規模地震による倒壊又は崩壊の危険性が低い。（２次診断：「0.7≦Ｉｓ値」かつ「1.0≦ｑ値」）

大規模地震による倒壊又は崩壊の危険性がある。（２次診断：「0.3≦Ｉｓ値＜0.7」又は「0.5≦ｑ値＜1.0」）

大規模地震による倒壊又は崩壊の危険性が高い。（２次診断：「Ｉｓ値＜0.3」又は「ｑ値＜0.5」）

※耐震診断の対象：昭和56年以前の旧耐震基準で設計された建築物で、階数が2以上又は床面積が200㎡を超えるもの（木造以外）

 

                      

 

大規模地震による倒壊又は崩壊の危険性がある。（２次診断：「0.3≦Ｉｓ値＜0.7」又は「0.5≦ｑ値＜1.0」）

※耐震診断の対象：昭和56年以前の旧耐震基準で設計された建築物で、階数が2以上又は床面積が200㎡を超えるもの（木造以外）
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※定期利用団体－屋内運動場

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※定期利用団体－屋内運動場※定期利用団体－屋内運動場  
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※学校施設の

 

 

 

 

 

施設の開放－屋内運動場・運動場開放－屋内運動場・運動場開放－屋内運動場・運動場
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開放－屋内運動場・運動場 

 



 

※学校施設の

 

 

 

 

 

 

 

 

施設の開放－屋内運動場・運動場開放－屋内運動場・運動場開放－屋内運動場・運動場

１０ 

開放－屋内運動場・運動場 
 



 

※学校施設の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設の開放－屋内運動場・運動場開放－屋内運動場・運動場開放－屋内運動場・運動場

１１ 

開放－屋内運動場・運動場 

 



 

※学校施設の

 

 

 

 

 

 

 

 

施設の開放－屋内運動場・運動場開放－屋内運動場・運動場開放－屋内運動場・運動場

１２ 

開放－屋内運動場・運動場 
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※学校施設

 

 

※学校施設の開放－第２屋内運動場－第２屋内運動場－第２屋内運動場 

１４ 

 



 

※学校開放施設－屋内運動場※学校開放施設－屋内運動場※学校開放施設－屋内運動場  

１５ 

 



 

※学校開放施設－運動場

 

 

 

 

 

※学校開放施設－運動場※学校開放施設－運動場 

１６ 

 



１７ 

 

５ 利活用に向けた課題 

跡地施設の利活用計画の策定に当たっては、現在の施設の利用状況や、施設の老

朽度及び土地の状況などといった課題を整理し、これに留意することが大切です。 

 （１） 検討対象施設の利用状況 

①学校施設の開放 

   本市の学校施設は、社会体育の普及や幼児、児童の安全な遊び場の確保を図る

ため、「さぬき市立小学校及び中学校の施設の開放に関する規則」に基づき、そ

の一部を幼児、児童、生徒その他一般市民に開放しています。 

こうした学校開放施設を含めた社会体育施設全般の状況は、次頁「さぬき市社

会体育施設等の状況」のとおりです。 

現在の学校開放施設の利用状況や代替施設の有無なども考慮し、こうした利用

者に配慮することが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１８ 

 

さぬき市社会体育施設等の状況     （H25.3.31現在） 

 

※太枠は検討対象施設 

 

 

 

 

 

 

区分

地区名

津田小学校運動場 津田柔剣道場

津田中学校第２屋内運動場 津田多目的研修集会施設

津田体育館

北山体育館

松尾小学校屋内運動場・運動場 大川体育館

富田小学校屋内運動場・運動場 大川武道館

大川第一中学校屋内運動場

天王中学校運動場 Ｂ&Ｇ海洋センター体育館

屋内ゲートボール場

寒川体育館

神前体育館

飛翔の館

伊勢運動広場

石田運動広場

神前運動広場

長尾小学校屋内運動場・運動場 野間田運動広場

造田小学校屋内運動場・運動場 下所運動広場

前山小学校屋内運動場・運動場

長尾中学校屋内運動場・武道館

志度小学校屋内運動場・運動場 勤労青少年ホーム

中央小学校屋内運動場・運動場 志度武道館

鴨部小学校屋内運動場・運動場

小田小学校屋内運動場・運動場

志度中学校屋内運動場

志度東中学校屋内運動場

志

度

学校施設の開放 社会体育施設

津

田

大

川

寒

川

長

尾



１９ 

 

②広域避難場所・避難所 

   本市では、台風や地震、津波などの災害に対し、市民の安心・安全を確保する

ことを目的に、さぬき市防災会議において、平成２４年９月「さぬき市地域防災

計画」を策定しています。 

当該計画においては、地域の人口、地形、施設の耐震性などを考慮し、広域避

難場所や避難所等を指定しており、多くの学校施設が指定を受けている点も活用

の検討に当たっては留意しなければなりません。 

 広域避難場所・避難所の指定状況    （H25.3.31 現在） 

 

③その他 

   学校施設の一部は、その立地から、投票所としての利用のほか、運動会など地

域の行事での定期的な利用がなされているものもあります。 

   これら利用に関しても、一定の配慮が求められます。 

 （２） 施設の耐震化の状況 

学校施設の多くは、昭和５６年以前の旧耐震基準に基づき建築されており、現

状では利用に際しての安全性を担保できないケースもあります。既に耐震診断１

次診断は実施済みであるものの、２次診断は、長期的に利用することが決定して

いるものから実施し、その後、順次耐震補強工事に着手することとなっています。 

耐震補強工事には多大な費用が必要であり、跡地施設の利活用には大きな財政

負担を伴うことから、安易に存続を決定するのではなく、機能集約による施設の

取壊しも含めた適正かつ柔軟な取捨選択を心がけなければなりません。 

施設名

地区名

松尾小学校運動場 富田小学校

富田小学校運動場 松尾小学校

長尾 旧多和小学校槙川分校

志度東中学校運動場 鴨部小学校

小田小学校

志度東中学校

志度

広域避難場所 避難所

大川



２０ 

 

（３） 土地の状況 

跡地施設の利活用に当たっては、施設の状況のほか、土地の状況についても十

分把握しておく必要があります。場合によっては、利用が大きく制限されること

も予想されることから、個別に調査し、課題を抽出することが不可欠です。 

  ①土地所有者の把握 

学校施設の中には、地域の方々からの土地の提供により設置されたもの少なく

ありません。提供の方法は、寄付により、所有権が本市へ移転されたもの、貸借

という形で提供されたものなどさまざまです。 

また、借地には、既に校舎等の工作物が設置されているものや、所有者が複数

の住民である場合もあり、こうした点にも十分注意する必要があります。 

  ②土地の形質等の把握 

学校施設の設置当時、公共施設用地に対する意識が現在ほど高くはなかったこ

とや、統廃合による跡地が議論されることが想定されていなかったことなどから、

区画整理が行われず、登記記録上の地番の不存在や、地積の錯誤、筆界未定地等、

図面と現況が大きく乖離した状況が確認できます。これらの解消には相当の時間

と費用が必要になることから、事前に十分な調査を行うことが必要です。 

また、法定外公共物（農道・水路）の用途廃止及び付替えの必要性等も併せて

事前に検討しなければなりません。 

６ 利活用に向けた方針 

 跡地施設ごとに、最もふさわしい活用方法を検討していくための方針として、ま

ず施設の在り方を次の３つのカテゴリーに分類するとともに、跡地施設利活用方法

決定のための判断基準及びそのプロセスを以下のとおりとし、公表します。 

また、跡地施設活用のための庁内での役割分担を定め、情報の共有化を図ります。 

（１）カテゴリーの設定 

①公共施設として活用（長期的活用） 
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  学校等施設は、その規模や構造から、大規模な改修を経ずとも、社会体育施設

等としての利用が可能です。このことから、現在の利用状況や地理的要因により、

社会体育施設として必要性があると思われるものや、社会教育施設として一定規

模への集約により効果が発揮できると判断されるものについては、教育目的の公

共施設として活用します。 

  また、市民や行政内部からの提案などにより、市自らが安心・安全なまちづく

り、活力あるまちづくりなどによる地域の活性化施策として取り組むべき事業に

要する施設についても、転用により、公共施設としての活用を図ります。 

②民間等施設として活用 

 ①による活用方策がないものの、民間事業者等の活用によって地域の活性化な

ど市民全体の利益に適うと認められる施設については、企業誘致等による売却又

は貸付などの方策を選択します。なお、この場合においても、利活用する民間事

業者に対し、周辺環境への配慮や地域活動への貢献など、市が一定程度関与し、

地域の調和のとれた発展につながるよう努めていきます。 

③暫定的活用 

 ①及び②による活用が図られない場合、市において引き続き保有し、施設の耐

震状況等を理解の上、利用を希望する団体等に対して、暫定的に活用を許可する

こととするなど、弾力的な取扱いを行います。これは、将来、新たな行政需要が

生じた場合、大規模な用地を新たに取得することは非常に困難であることから、

当面の長期的活用計画はないものの、当該跡地を確保しておくことが、市の今後

の施策展開の実効性の担保となるからです。 

（２）公共施設としての利活用を決定するための判断基準 

３つのカテゴリーのうち、公共施設として長期的活用を行うものについては、

以下の４つの視点からの基準をすべて満たすことが望ましいものとします。 

①施設設置の必要性 

ア 教育及び文化振興に寄与する施設 



２２ 

 

・ 現在の利用状況、代替施設の有無及び地理的要件から、地域の社会体育

の振興に不可欠であると認められること。 

・ 文化、芸術の振興に係る施設に関しては、市内の同種の施設の集約、又

は独自性のあるオンリーワン施設となり得るものであること。 

イ 各種計画・施設での利活用が期待される施設 

・ 市の各種行政施策を推進する施設にあっては、他の施設での代替が叶わ

ず、その設置が不可避であること。 

・ 地域経済への寄与、コミュニティ活性化など、地域活力の維持・向上を

目的とする施設にあっては、その効力が市全体に及び、かつ市全体の中

でオリジナリティを有する施設であることが望ましい。 

②地域の意向との適合 

   ア 地域の要望に基づく場合、当該地域の総意を反映した要望書等の提出がな

されるものであること。 

  イ ア以外の要望・提案の場合、原則地域の同意が得られるものであること。 

③公共施設マネジメントとの整合性 

本市は、公共施設マネジメント基本方針を策定し、公共施設の配置の適正化・

適量化及び管理運営の最適化を目指し、基本的にその集約を図るべき立場にある

ことから、当該方針と相反しない利活用計画であること。 

④財源投入の妥当性 

ア 具体的利活用に向けた土地の整理、耐震補強・改修工事及び維持管理に要

する経費と、活用による便益との比較（費用対効果分析）により、原則とし

て一定の効果（Ｂ／Ｃ≧１）が生じるものであること。  

  イ 維持管理、運営のためのいわゆるランニングコストに関して、適正な水準

の負担を負うことが可能であること。 
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（３）跡地施設利用決定フローの策定 

 

文科省への報告・承認申請

（必要に応じて基金創設）

転用（予算化・条例整備等）

利活用意向無 利活用意向有

行政による利活用有

庁内での利活用の検討

行政による利活用無

市民提案公募・利用意向調査

売却・賃貸先決定

老朽度低 政策審議会

議会への報告

地元説明・校区会議等

さぬき市学校等施設跡地利用決定フローさぬき市学校等施設跡地利用決定フローさぬき市学校等施設跡地利用決定フローさぬき市学校等施設跡地利用決定フロー

市民広場として活用

基本計画・実施計画作成

取壊し・借地返還 売却・賃貸公募

老朽度高

応募無 応募有 転用・利用計画作成

施設の継続利用

（社会体育施設）
地域での利活用検討

廃校決定～廃校

（既廃校施設を含む）

内容の検討・精査

主
に
普
通
財
産
・
社
会
体
育
施
設
と
し
て
管
理
・
暫
定
活
用



 

（４）庁内

跡地施設の活用には、

全体の共通認識の上で適切に事務処理を進めるため、以下のとおり各課において

果たすべき役割等について示します。

庁内各課における事務処理の概要

跡地施設の活用には、

全体の共通認識の上で適切に事務処理を進めるため、以下のとおり各課において

果たすべき役割等について示します。

各課における事務処理の概要

跡地施設の活用には、

全体の共通認識の上で適切に事務処理を進めるため、以下のとおり各課において

果たすべき役割等について示します。

各課における事務処理の概要

跡地施設の活用には、全庁一体的な

全体の共通認識の上で適切に事務処理を進めるため、以下のとおり各課において

果たすべき役割等について示します。

２４ 

各課における事務処理の概要 

全庁一体的な協力体制の確立が不可欠です。

全体の共通認識の上で適切に事務処理を進めるため、以下のとおり各課において

果たすべき役割等について示します。 

協力体制の確立が不可欠です。

全体の共通認識の上で適切に事務処理を進めるため、以下のとおり各課において

協力体制の確立が不可欠です。

全体の共通認識の上で適切に事務処理を進めるため、以下のとおり各課において

協力体制の確立が不可欠です。そこで、市

全体の共通認識の上で適切に事務処理を進めるため、以下のとおり各課において

そこで、市

全体の共通認識の上で適切に事務処理を進めるため、以下のとおり各課において

 



 

（５）事務処理における経過措置

   （４）に関わらず、当方針の策定以前に廃校となっている施設の事務取扱につ

いては、これまでの経過及び現在の利用状況等を勘案し、以下のとおりとします。

（６）具体的な事務処理

  前頁

事務処理の手順や要領を定め、適正かつ迅速に役割を果たしていくことが求められ

ます。

 また、このほか、

は、別添の「さぬき市学校等跡地施設利活用に向けた事務処理における留意事項」

に掲載して

 なお、この

ととしています。

事務処理における経過措置

（４）に関わらず、当方針の策定以前に廃校となっている施設の事務取扱につ

いては、これまでの経過及び現在の利用状況等を勘案し、以下のとおりとします。

）具体的な事務処理

前頁に定める

事務処理の手順や要領を定め、適正かつ迅速に役割を果たしていくことが求められ

ます。 

また、このほか、

は、別添の「さぬき市学校等跡地施設利活用に向けた事務処理における留意事項」

に掲載しています。

なお、この留意事項

ととしています。

事務処理における経過措置

（４）に関わらず、当方針の策定以前に廃校となっている施設の事務取扱につ

いては、これまでの経過及び現在の利用状況等を勘案し、以下のとおりとします。

）具体的な事務処理の進め方

定める具体的な事務処理に当たっては、

事務処理の手順や要領を定め、適正かつ迅速に役割を果たしていくことが求められ

また、このほか、学校跡地施設の利活用全般に亘って留意すべき事項等について

は、別添の「さぬき市学校等跡地施設利活用に向けた事務処理における留意事項」

います。 

留意事項は、今後必要な内容が判明した時点で、順次追加していくこ

ととしています。 

事務処理における経過措置 

（４）に関わらず、当方針の策定以前に廃校となっている施設の事務取扱につ

いては、これまでの経過及び現在の利用状況等を勘案し、以下のとおりとします。

の進め方 

事務処理に当たっては、

事務処理の手順や要領を定め、適正かつ迅速に役割を果たしていくことが求められ

学校跡地施設の利活用全般に亘って留意すべき事項等について

は、別添の「さぬき市学校等跡地施設利活用に向けた事務処理における留意事項」

は、今後必要な内容が判明した時点で、順次追加していくこ
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（４）に関わらず、当方針の策定以前に廃校となっている施設の事務取扱につ

いては、これまでの経過及び現在の利用状況等を勘案し、以下のとおりとします。

事務処理に当たっては、

事務処理の手順や要領を定め、適正かつ迅速に役割を果たしていくことが求められ

学校跡地施設の利活用全般に亘って留意すべき事項等について

は、別添の「さぬき市学校等跡地施設利活用に向けた事務処理における留意事項」

は、今後必要な内容が判明した時点で、順次追加していくこ

（４）に関わらず、当方針の策定以前に廃校となっている施設の事務取扱につ

いては、これまでの経過及び現在の利用状況等を勘案し、以下のとおりとします。

事務処理に当たっては、各種様式の決定など、それぞれが

事務処理の手順や要領を定め、適正かつ迅速に役割を果たしていくことが求められ

学校跡地施設の利活用全般に亘って留意すべき事項等について

は、別添の「さぬき市学校等跡地施設利活用に向けた事務処理における留意事項」

は、今後必要な内容が判明した時点で、順次追加していくこ

（４）に関わらず、当方針の策定以前に廃校となっている施設の事務取扱につ

いては、これまでの経過及び現在の利用状況等を勘案し、以下のとおりとします。

各種様式の決定など、それぞれが

事務処理の手順や要領を定め、適正かつ迅速に役割を果たしていくことが求められ

学校跡地施設の利活用全般に亘って留意すべき事項等について

は、別添の「さぬき市学校等跡地施設利活用に向けた事務処理における留意事項」

は、今後必要な内容が判明した時点で、順次追加していくこ

（４）に関わらず、当方針の策定以前に廃校となっている施設の事務取扱につ

いては、これまでの経過及び現在の利用状況等を勘案し、以下のとおりとします。

各種様式の決定など、それぞれが

事務処理の手順や要領を定め、適正かつ迅速に役割を果たしていくことが求められ

学校跡地施設の利活用全般に亘って留意すべき事項等について

は、別添の「さぬき市学校等跡地施設利活用に向けた事務処理における留意事項」

は、今後必要な内容が判明した時点で、順次追加していくこ

（４）に関わらず、当方針の策定以前に廃校となっている施設の事務取扱につ

いては、これまでの経過及び現在の利用状況等を勘案し、以下のとおりとします。 

 

各種様式の決定など、それぞれが 

事務処理の手順や要領を定め、適正かつ迅速に役割を果たしていくことが求められ 

学校跡地施設の利活用全般に亘って留意すべき事項等について 

は、別添の「さぬき市学校等跡地施設利活用に向けた事務処理における留意事項」 

は、今後必要な内容が判明した時点で、順次追加していくこ 


